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２０２５年農林業センサス 農林業経営体調査 

岐阜県結果概要（概数値） 

 

１ 農林業経営体 

農林業経営体数（令和７年２月１日現在）は１万 5500経営体で、５年前に比べ

6418経営体（29.3％）減少した。 

このうち、農業経営体は１万 4991経営体、林業経営体は 976経営体となり、５年

前に比べそれぞれ 6024経営体（28.7％）、608経営体（38.4％）減少した。 

 

表１ 農林業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 農林業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：経営体

区分 農林業経営体 農業経営体 林業経営体

　　平成27年 31,581 29,643 4,662

　　令和２年 21,918 21,015 1,584

　　令和７年 15,500 14,991 976

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 30.6 △ 29.1 △ 66.0

　令和７年/令和２年 △ 29.3 △ 28.7 △ 38.4

注１：　農業経営と林業経営を合わせて営んでいる経営体があるため、農業経営体数と

　　　林業経営体数の合計と農林業経営体数は一致しない。

　２：　表中の「△」は減少したものを示す（以下同じ。）。
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２ 農業経営体 

（1）農業経営体数 

農業経営体のうち、個人経営体は１万 4172経営体、団体経営体は 819経営体とな

り、５年前に比べそれぞれ 6007経営体（29.8％）、17経営体（2.0％）減少した。 

 

表２ 農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体経営体のうち法人経営体は 718経営体で、５年前に比べ 43 経営体（6.4％）

増加した。この結果、団体経営体に占める法人経営体の割合は 87.7％となり、7.0

ポイント上昇した。 

また、法人経営体の内訳をみると、会社法人は 435経営体で、５年前に比べ 56

経営体（14.8％）増加した。 

 

図２ 法人化している農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業経営体 個人経営体 団体経営体 団体経営体に

①＋② ① ② 法人経営体 占める法人割合

経営体 経営体 経営体 経営体 ％

　　平成27年 29,643 28,833 810 581 71.7

　　令和２年 21,015 20,179 836 675 80.7

　　令和７年 14,991 14,172 819 718 87.7

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 29.1 △ 30.0 3.2 16.2 -

　令和７年/令和２年 △ 28.7 △ 29.8 △ 2.0 6.4 -
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（2）経営耕地面積 

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は 2.0㏊で、５年前

に比べ 33.3％増加した。 

 

図３ １農業経営体当たりの経営耕地面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）経営耕地面積規模別の農業経営体数 

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 20㏊以上の

層で農業経営体数が増加した。 

 

表３ 経営耕地面積規模別の農業経営体数 
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単位：経営体

経営耕地

な　　し

令和２年 21,015 232 16,062 3,982 305 176 83 105 48 22

令和７年 14,991 208 11,120 2,956 254 170 87 107 60 29

増減率（％） △ 28.7 △ 10.3 △ 30.8 △ 25.8 △ 16.7 △ 3.4 4.8 1.9 25.0 31.8

計 20～30 30～50 50～100 100ha以上１ha未満 １～５ ５～10 10～20
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図４ 経営耕地面積規模別にみた農業経営体数の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）経営耕地面積規模別の経営耕地面積 

農業経営体の経営耕地面積を規模別にみると、20㏊以上の農業経営体の経営耕地

面積が全体の 50.1％を占め、５年前に比べて 11.9ポイント上昇した。 

 

図５ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積割合 
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（5）水稲作付面積規模別の農業経営体数 

販売目的で水稲を作付けした農業経営体数は 9882経営体で、５年前に比べ 4030

経営体（29.0％）減少した。 

水稲作付面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ３㏊未満及

び５～15㏊の層では減少しているものの、３～５㏊及び 15㏊以上の層では増加し

た。 

 

表４ 水稲作付面積規模別の農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 水稲作付面積規模別農業経営体数の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

単位：経営体

１ha 15ha

未満 以上

　　平成27年 19,600 17,654 1,102 249 188 199 74 134

　　令和２年 13,912 11,906 1,058 242 195 211 100 200

　　令和７年 9,882 8,135 856 203 196 173 92 227

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 29.0 △ 32.6 △ 4.0 △ 2.8 3.7 6.0 35.1 49.3

　令和７年/令和２年 △ 29.0 △ 31.7 △ 19.1 △ 16.1 0.5 △ 18.0 △ 8.0 13.5

区分 計 ５～10 10～15１～２ ２～３ ３～５
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（6）農産物販売金額規模別の農業経営体数 

農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ 3000万～

１億円及び５億円以上の層で農業経営体数が増加した。 

 

図７ 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）農産物販売金額１位の部門別経営体数 

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が 62.3％

となり、５年前に比べ 3.3ポイント低下した。一方、施設野菜、果樹類がそれぞれ

５年前に比べ 3.0ポイント、1.5ポイント上昇した。 

 

図８ 農産物販売金額１位の部門別にみた農業経営体数の構成割合 
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（8）青色申告を行っている農業経営体数 

青色申告を行っている農業経営体数は 5498 経営体で、５年前に比べ 336経営体

（5.8％）減少した。このうち、正規の簿記を行っている農業経営体数は 3556経営

体、簡易簿記を行っている農業経営体数は 1543経営体となり、５年前に比べそれぞ

れ 80経営体（2.2％）、160経営体（9.4％）減少した。 

 

表５ 青色申告を行っている農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（9）データを活用した農業を行っている農業経営体数 

データ（気象状況、市況、農作業履歴、生育状況等の情報）を活用した農業を行

っている農業経営体数は 4813経営体で、農業経営体に占める割合は 32.1％となっ

た。 

 

表６ データを活用した農業を行っている農業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

単位：経営体

　　令和２年 21,015 5,834 3,636 1,703 495 15,181

　　令和７年 14,991 5,498 3,556 1,543 399 9,493

構成比（％）

　　令和２年 100.0 27.8 17.3 8.1 2.4 72.2

　　令和７年 100.0 36.7 23.7 10.3 2.7 63.3

増減率（％）

　令和７年/令和２年 △ 28.7 △ 5.8 △ 2.2 △ 9.4 △ 19.4 △ 37.5

区分
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を行って
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計
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単位：経営体

令和７年 14,991 4,813 4,120 1,817 380 510 10,178

構成比（％） 100.0 32.1 27.5 12.1 2.5 3.4 67.9
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（10）主副業別農業経営体数（個人経営体） 

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は 1740経営体で５

年前に比べ 259経営体（13.0％）の減少、準主業経営体は 1398経営体で 928経営体

（39.9％）の減少、副業的経営体は１万 1034 経営体で 4820経営体（30.4％）の減少

となった。 

一方、主業経営体が占める割合は 12.3％となり、５年前に比べ 2.4ポイント増加し

た。 

 

図９ 主副業別農業経営体数（個人経営体） 
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（11）基幹的農業従事者数（個人経営体） 

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業を主な仕事としてい

る世帯員）は１万 3801人で、５年前に比べ 7263人（34.5％）減少した。 

 

表７ 年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

単位：人

小計 65～69 70～79 80歳以上

　平成27年 29,858 209 545 866 1,895 3,104 23,239 5,411 11,305 6,523

　令和２年 21,064 180 460 802 1,235 1,491 16,896 3,683 8,480 4,733

　令和７年 13,801 142 417 749 1,032 829 10,632 1,655 6,060 2,917

構成比（％）

　平成27年 100.0 0.7 1.8 2.9 6.3 10.4 77.8 18.1 37.9 21.8

　令和２年 100.0 0.9 2.2 3.8 5.9 7.1 80.2 17.5 40.3 22.5

　令和７年 100.0 1.0 3.0 5.4 7.5 6.0 77.0 12.0 43.9 21.1
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３ 林業経営体 

（1）林業経営体数 

林業経営体のうち、個人経営体は 765経営体、団体経営体は 211 経営体となり、

５年前に比べそれぞれ 573経営体（42.8％）、35経営体（14.2％）減少した。 

団体経営体に占める法人経営体の割合は 73.9％となり、12.9ポイント上昇した。 

 

表８ 林業経営体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）保有山林面積規模別林業経営体の構成割合 

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、10～20㏊が 20.9％、次

いで５～10㏊が 20.0％、５㏊未満が 18.4％となった。保有山林面積が 10㏊以上あ

る林業経営体が全体の 61.6％を占め、５年前に比べ 4.2ポイント上昇した。 

 

図 11 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合 
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①＋② ① ② 法人経営体 占める法人割合

経営体 経営体 経営体 経営体 ％

　　平成27年 4,662 4,270 392 226 57.7

　　令和２年 1,584 1,338 246 150 61.0

　　令和７年 976 765 211 156 73.9

増減率（％）

　令和２年/平成27年 △ 66.0 △ 68.7 △ 37.2 △ 33.6 -

　令和７年/令和２年 △ 38.4 △ 42.8 △ 14.2 4.0 -
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４ 全国における岐阜県の位置 

（1）農林業経営体 

本県の農林業経営体数は全国で上から 24 番目（国内の 1.8％）、農業経営体数は

26番目（同 1.8％）、林業経営体数は５番目（同 4.3％）である。 

 

表９ 全国上位５都道府県と岐阜県の順位（農林業経営体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10 全国上位５都道府県と岐阜県の順位（農業経営体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 11 全国上位５都道府県と岐阜県の順位（林業経営体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林業経営体数 構成比

（経営体） （％）

全　　　国 839,161 100.0

1 長　　　野 35,133 4.2

2 新　　　潟 33,888 4.0

3 茨　　　城 33,472 4.0

4 福　　　島 31,473 3.8

5 北　海　道 31,071 3.7

24 岐　　　阜 15,500 1.8

順位 都道府県

 

農業経営体数 構成比

（経営体） （％）

全　　　国 828,405 100.0

1 長　　　野 34,686 4.2

2 新　　　潟 33,702 4.1

3 茨　　　城 33,386 4.0

4 福　　　島 31,299 3.8

5 兵　　　庫 30,419 3.7

26 岐　　　阜 14,991 1.8

順位 都道府県

 

林業経営体数 構成比

（経営体） （％）

全　　　国 22,831 100.0

1 北　海　道 3,018 13.2

2 宮　　　崎 1,543 6.8

3 岩　　　手 1,339 5.9

4 大　　　分 1,046 4.6

5 岐　　　阜 976 4.3

順位 都道府県
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（2）経営耕地面積 

本県の経営耕地面積は全国で上から 28 番目（国内の 1.0％）である。 

 

表 12 全国上位５都道府県と岐阜県の順位（経営耕地面積） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）基幹的農業従事者（個人経営体） 

本県の基幹的農業従事者数（個人経営体）は全国で上から 32番目（国内の 1.4％）

である。その平均年齢は上から９番目であり、全国の平均年齢よりも高い。 

 

表 13 全国上位５都道府県と岐阜県の順位 

（基幹的農業従事者数（個人経営体）及び平均年齢） 

 

 

 

 

  

 

経営耕地面積 構成比

（ha） （％）

全　　　国 3,047,455 100.0

1 北　海　道 978,025 32.1

2 新　　　潟 135,718 4.5

3 秋　　　田 110,293 3.6

4 茨　　　城 104,591 3.4

5 岩　　　手 104,143 3.4

28 岐　　　阜 29,989 1.0

順位 都道府県

 

構成比

（％）

全　　　国 1,021,192 100.0 全　　　国 67.6

1 北　海　道 57,200 5.6 1 山　　　口 72.5

2 長　　　野 44,627 4.4 2 広　　　島 72.0

3 茨　　　城 42,598 4.2 3 島　　　根 71.7

4 熊　　　本 39,386 3.9 4 福　　　井 71.3

5 青　　　森 38,060 3.7 5 香　　　川 71.1

32 岐　　　阜 13,801 1.4 9 岐　　　阜 70.1

順位 都道府県
平均年齢
（歳）

  基幹的農業
 従事者数（人）

都道府県順位
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（4）販売農家 

本県の販売農家数は全国で上から 26番目（国内の 1.8％）である。 

 

表 14 全国上位５都道府県と岐阜県の順位（販売農家） 

 

 

 

販売農家数 構成比

（戸） （％）

全　　　国 828,405 100.0

1 長　　　野 34,686 4.2

2 新　　　潟 33,702 4.1

3 茨　　　城 33,386 4.0

4 福　　　島 31,299 3.8

5 兵　　　庫 30,419 3.7

26 岐　　　阜 14,991 1.8

都道府県順位


